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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1) 連結経営指標等     

営業収益 (百万円) 61,283 58,944 56,695 57,911 57,398

経常利益 (百万円) 810 1,087 1,334 1,453 1,249

当期純損益 (百万円) 903 1,150 1,215 3,476 △2,326

純資産額 (百万円) 1,465 2,658 3,921 7,233 4,979

総資産額 (百万円) 112,640 110,662 107,978 125,142 119,518

１株当たり純資産額 (円) 23.88 43.34 63.92 117.95 81.05

１株当たり当期純損益 (円) 14.80 18.74 19.82 56.68 △37.87

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 1.3 2.4 3.6 5.8 4.2

自己資本利益率 (％) 103.4 55.8 37.0 62.3 ―

株価収益率 (倍) 13.1 5.2 9.0 4.1 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,522 6,187 5,399 4,684 6,520

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,036 △1,204 354 △17,784 △1,037

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 300 △4,406 △5,833 12,181 △5,353

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 6,743 7,318 7,248 6,392 6,533

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(名) 
2,881 
〔961〕

2,763
〔1,024〕

2,719
〔1,040〕

2,998 
〔1,465〕

3,017
〔1,212〕

(2) 提出会社の経営指標等     

営業収益 (百万円) 38,017 38,844 37,584 38,764 38,178

経常利益 (百万円) 1,274 1,021 1,149 1,271 905

当期純損益 (百万円) 351 924 495 3,269 △2,087

資本金 (百万円) 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080

発行済株式総数 (千株) 61,616 61,616 61,616 61,616 61,616

純資産額 (百万円) 2,078 3,034 3,549 6,815 4,749

総資産額 (百万円) 61,122 61,164 61,366 80,568 77,118

１株当たり純資産額 (円) 33.79 49.36 57.74 110.91 77.30

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円) 

― 
(―)

―
(―)

―
(―)

― 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純損益 (円) 5.70 15.03 8.06 53.19 △33.98

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 3.4 5.0 5.8 8.5 6.2

自己資本利益率 (％) 24.3 36.1 15.1 63.1 ―

株価収益率 (倍) 34.0 6.5 22.2 4.3 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(名) 
1,820 
〔741〕

1,714
〔736〕

1,699
〔739〕

1,841 
〔760〕

1,808
〔708〕



(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第77期から１株当たり純資産額、１株当たり当期純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に当た

っては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

    ４ 第80期の自己資本利益率及び株価収益率は当期純損失計上のため記載しておりません。 

５ △印は当期純損失、１株当たり当期純損失を表しております。 

６ 提出会社の経営指標等の第76期の数値には、株式会社リーガロイヤルホテル京都との合併(平成13年４月１日付)と株式会

社リーガロイヤルホテル早稲田よりの営業譲受(平成13年10月１日付)に伴う増加分を含んでおります。 

    ７ 第79期の連結及び提出会社の当期純損益の大幅な増加は、匿名組合出資金分配金の計上等によるものであります。 

       ８ 第80期の連結及び提出会社の当期純損益の大幅な減少は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等に

よるものであります。 

  

２ 【沿革】 

昭和７年３月 株式会社新大阪ホテル創立。本店所在地 大阪市北区中之島３丁目 

昭和10年１月 新大阪ホテル開業。 

昭和28年７月 株式会社東京新大阪ホテルを設立。(現・㈱東京ロイヤルホテル・連結子会社) 

昭和30年２月 株式会社新広島ホテルを設立。(昭和62年６月㈱広島グランドホテルに社名変更) 

昭和33年４月 大阪グランドホテル開業。所在地 大阪市北区中之島２丁目 

昭和34年３月 株式会社東京新大阪ホテルが都市センターホテルの運営を受託。所在地 東京都千代

田区 

昭和36年10月 大阪証券取引所第二部に株式上場。 

昭和38年11月 株式会社大阪ロイヤルホテル設立。所在地 大阪市北区中之島５丁目 

昭和40年10月 大阪ロイヤルホテル開業。 

昭和43年８月 株式会社京都グランドホテルを設立。 

(平成９年７月㈱リーガロイヤルホテル京都に社名変更) 

昭和44年11月 京都グランドホテル開業。所在地 京都府京都市 

昭和45年２月 株式会社大阪ロイヤルホテルを吸収合併。 

昭和45年12月 株式会社ロイヤルタワーホテル設立。所在地 大阪市北区中之島５丁目 

昭和48年８月 新大阪ホテル閉鎖。 

昭和48年９月 社名変更 新社名 株式会社ロイヤルホテル。本店所在地変更 大阪市北区中之島５丁

目 

昭和48年９月 ロイヤルホテル新館開業。 

昭和53年２月 株式会社ロイヤルタワーホテルを吸収合併。 

昭和61年12月 株式会社アール・ピー・ビルディング設立。(現・連結子会社) 

平成元年３月 株式会社リーガインターナショナルを設立。(現・連結子会社) 

RIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA PTY, LTD.を設立。(現・連結子会社) 

平成元年５月 株式会社リーガロイヤルホテル新居浜を設立。(現・連結子会社) 

  



  

  

  

平成元年７月 ケアンズ・コロニアル・クラブ・リゾート開業。所在地 オーストラリア・クイーン

ズランド州 

平成元年11月 RIHGA INTERNATIONAL U.S.A.,INC.を設立。 

平成元年12月 株式会社リーガエンタープライズを設立。  

平成２年１月 株式会社リーガリアルエステート成田を設立。  

平成２年５月 リーガロイヤルホテルニューヨークを開業。所在地 アメリカ・ニューヨーク州  

平成２年10月 リーガロイヤルホテル新居浜開業。所在地 愛媛県新居浜市  

平成３年９月 株式会社リーガロイヤルホテル広島を設立。(現・連結子会社)  

平成４年６月 株式会社リーガロイヤルホテル小倉を設立。(現・連結子会社)  

平成４年11月 株式会社リーガロイヤルホテル成田を設立。  

平成５年４月 リーガロイヤルホテル小倉開業。所在地 福岡県北九州市  

平成５年７月 株式会社リーガロイヤルホテル早稲田を設立。  

平成５年10月 リーガロイヤルホテル成田開業。所在地 千葉県成田市  

平成６年４月 リーガロイヤルホテル広島開業。所在地 広島県広島市  

平成６年５月 リーガロイヤルホテル早稲田開業。所在地 東京都新宿区  

平成７年４月 株式会社広島グランドホテルを吸収合併。  

平成９年４月 リーガロイヤルホテル(旧ロイヤルホテル)、リーガグランドホテル(旧大阪グランド

ホテル)、リーガロイヤルホテル京都(旧京都グランドホテル)、リーガコロニアルク

ラブリゾート、ケアンズ(旧ケアンズ・コロニアル・クラブ・リゾート)にホテル名

称変更。 

 

平成11年９月 株式会社朝日ビルディングにリーガグランドホテルの営業を譲渡、株式会社リーガ

インターナショナルが運営を受託。 
 

平成13年３月 リーガロイヤルホテルニューヨークを売却。 

リーガロイヤルホテル成田保有会社の株式会社リーガリアルエステート成田を売

却。 

 

平成13年４月 株式会社リーガロイヤルホテル京都を吸収合併。  

平成13年10月 株式会社リーガロイヤルホテル早稲田よりリーガロイヤルホテル早稲田の営業を譲

り受ける。 
 

平成14年４月 リーガロイヤルホテル東京（旧リーガロイヤルホテル早稲田）にホテル名称変更。  

平成16年10月 中之島サービス株式会社が株式会社リーガエンタープライズ、株式会社ロイヤルア

スレチックス及びリーガロイヤルサービス株式会社を吸収合併。(現・連結子会社) 
 

平成17年10月 中之島サービス株式会社が株式会社ロイヤルパーキングを吸収合併。  



３ 【事業の内容】 

当社グループは当社、子会社13社及び関連会社２社で構成され、内外顧客の宿泊・料理飲食・貸席等を中心とする

ホテル事業を経営する会社、及びホテル附帯事業を経営する会社で構成され、当社がその子会社及び関連会社の経営

指導を実施しながら事業活動の展開をしております。 

その主な事業内容と当社グループの事業に係わる各社の位置づけについては、次のとおりであります。 

  

  

① ホテル事業   

ホテル事業の経営 当社(リーガロイヤルホテル(大阪)、リーガロイヤルホテル京都、リ

ーガロイヤルホテル東京)及び㈱リーガロイヤルホテル広島、㈱リー

ガロイヤルホテル小倉、㈱リーガロイヤルホテル新居浜、㈱東京ロイ

ヤルホテル、㈱リーガ中之島イン、ブリヂストン・リーガ㈱の７社は

９ホテルを経営しております。また、㈱リーガインターナショナルは 

RIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA PTY, LTD.の海外ホテル事業への投

融資及び経営指導をする会社であります。 

  

ホテル附帯事業の経営 ㈱アール・ピー・ビルディング、中之島サービス㈱及び㈱リーガフー

ヅ北九州はホテルに附帯する各種事業を経営しております。 

  

② その他の事業 ホテル外に展開している茨木カンツリー倶楽部食堂、関電会館、住友

クラブ食堂等の９ヵ店の営業をおこなっております。 



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

(注) ※１ 連結子会社           ８社 

※２ 関連会社で持分法適用会社    ２社 

※３ 非連結子会社で持分法非適用会社 １社 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類の名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 議決権の所有割合欄の( )は内書で間接所有であります。 

４ 持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

５ オーストラリアドルはA$と表示しております。 

６ 連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の状況にある関係会社は以下のとおりであります。 

７ 営業収益(連結会社相互間の内部営業収益を除く)の連結営業収益に占める割合が10％を超えている関係会社は以下のとお

りであります。 

  主要な損益情報等 

  

  

名称 住所
資本金
又は出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)   
㈱リーガロイヤル 
ホテル広島 (注)2,7 

広島市 
中区 

3,000 ホテル事業 51.2
資金の貸付、債務保証 
役員の兼任等…有 

㈱リーガロイヤル 
ホテル小倉 (注)2,4 

北九州市
小倉北区 

3,000 ホテル事業 41.1
資金の貸付、債務保証 
役員の兼任等…有 

㈱リーガロイヤル 
ホテル新居浜 (注)2,6 

愛媛県 
新居浜市 

4,100 ホテル事業
64.1
(13.4)

資金の貸付 
役員の兼任等…有 

㈱東京ロイヤルホテル 
東京都 
千代田区 

49 ホテル事業
100.0
(27.3)

役員の兼任等…有 

中之島サービス㈱ 
大阪市 
北区 

10 ホテル事業 100.0
資金の債務保証 
役員の兼任等…有 

㈱リーガ 
インターナショナル 
(注)６ 

大阪市 
北区 

20 ホテル事業
100.0
(20.0)

資金の貸付、債務保証 
役員の兼任等…有 

㈱アール・ 
ピー・ビルディング 

大阪市 
北区 

230 ホテル事業
100.0
(19.9)

資金の貸付、債務保証等、
ホテル設備の賃貸借 
役員の兼任等…無 

RIHGA INTERNATIONAL 
AUSTRALIA PTY, LTD. 
(注)2,5 

オーストラリア 
ケアンズ 

10百万A$ ホテル事業
100.0
(100.0)

役員の兼任等…有 

(持分法適用関連会社)   

ブリヂストン・リーガ㈱ 
大阪府 
堺市 

2,000 ホテル事業 20.0 役員の兼任等…有 

㈱リーガ 
フーヅ北九州 

北九州市
小倉北区 

20 ホテル事業
47.5
(47.5)

資金の貸付、債務保証等 
役員の兼任等…無 

㈱リーガロイヤルホテル新居浜 債務超過額 4,879百万円

㈱リーガインターナショナル 債務超過額 1,181百万円

  ㈱リーガロイヤルホテル広島

① 営業収益 9,062百万円

② 経常利益 48百万円

③ 当期純利益 5百万円

④ 純資産額 49百万円

⑤ 総資産額 22,304百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社並びに連結子会社４社には、リーガ労働組合連合会が組織(組合員数1,827人)されており、日本労働組合総連

合会、サービス・ツーリズム産業労働組合連合会に所属しております。なお、労使関係は安定しており特記すべき

事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ホテル事業 
2,914
〔1,121〕 

その他の事業 
103
〔91〕 

合計 
3,017
〔1,212〕 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

1,808 
〔708〕 

35.3 11.9 3,603,000 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、景気の緩やかな回復が持続し、個人消費も、徐々に伸長している気配は感じ

ますものの、不安定な国際情勢から原油など素材価格が高騰するなどの不安材料もあり、当社を取り巻く経済環

境は、引き続き厳しいものがありました。 

このような状況ではありましたが、昨年1月に創業70周年を迎えた当社では、お客さまへの感謝とともに、一層

の「感動」と「満足」を提供するホテルになることを基本方針として、役職員が一丸となって「最高級のホテル

としてのブランドの確立」を図るため、当連結会計年度もさまざまな展開を行なってまいりました。 

当連結会計年度における業績の概況は以下のとおりであります。 

  

［ホテル事業］ 

営業面では、旗艦のリーガロイヤルホテル（大阪）で、自然をテーマとした新たなエグゼクティブフロアー

「ザ・ナチュラルコンフォートタワーズ」をオープンさせる一方で、中国料理レストランでは、従来の北京料理

から幅広い人気の広東料理へ衣替えし、名称も「皇家龍鳳（こうかりゅうほう）」と一新し、いずれも大好評を

博しています。また、「中食産業」の台頭に呼応した「グルメブティック メリッサ」は、今年度も大丸・心斎

橋店への新装出店や千里阪急百貨店への新規出店などがあり、販売を伸ばしています。 

また、創業70周年を機に、グループホテルの顧客会員制度の見直しを行ない、昨年４月に新しいリーガロイヤ

ル会員サービスを開始し、業界初のICチップを使ったポイントサービスも始めました。 

 さらに、サービス向上や、事務合理化のため、新コンピューターシステムをグループホテルに順次導入すると

共に、昨年４月には本社内に事務集中部を新設し、グループホテル全体の事務集中による効率化も図っておりま

す。 

このように営業強化を図りましたものの、旗艦のリーガロイヤルホテル（大阪）で、昨年の国際ロータリー世

界大会のような大型イベントがなかった上、上期の愛知万博の影響を下期で十分挽回できなかったことから、当

連結会計年度のホテル事業の営業収益は55,768百万円と、前連結会計年度比479百万円（0.9％）の減収となりま

した。 

  



［その他の事業］ 

茨木カンツリー倶楽部食堂、関電会館、住友クラブ食堂などホテル外で９ヵ店の営業を行なっており、当連結

会計年度の営業収益は1,629百万円と、前連結会計年度比34百万円（2.1％）の減収となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度の営業収益は57,398百万円と、前連結会計年度比513百万円（0.9％）の減収とな

りました。 

一方損益面は、各種合理化に努め、変動人件費の抑制などに効果がありましたものの、減収となった上に、退

職給付費用の負担増加や、コンピューター関連の前向き投資の増加もあって、経常利益は1,249百万円と、前連結

会計年度比204百万円（14.1％）の減益となりました。 

特別損益では、役員退職慰労金制度の廃止に伴う役員退職慰労引当金戻入額など、特別利益を91百万円計上す

る一方で、減損損失3,464百万円を主因に特別損失が、3,558百万円あったため、税金等を差し引いた当期純損益

は、2,326百万円の損失計上となり、特別利益が大きかった前連結会計年度比では5,802百万円の減益となりまし

た。 

  

なお、全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が90％を超

えるため、所在地別のセグメント情報の記載を省略しております。 

  

(注) 「第２ 事業の状況」に記載されている金額は、消費税等抜きで表示しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動による資金の増加が、投資活動及

び財務活動による資金の減少を上回ったため、前連結会計年度末と比べ141百万円増加し、6,533百万円となりまし

た。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の税金等調整前当期純損失は2,217百万円となりましたが、減損損失3,464百万円が含まれてお

り、営業活動により得られた資金は前連結会計年度と比べ1,836百万円増加の6,520百万円となりました。 

前連結会計年度比増加したのは、未収還付消費税及び前払費用の減少等が主因であります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の投資活動により使用した資金は、有形固定資産の取得による支出等により、 前連結会計年度

と比べ16,747百万円減少の1,037百万円となりました。 

前連結会計年度比減少したのは、前連結会計年度に信託受益権の取得による支出18,400百万円あったこと等が

主因であります。 

  



(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度の財務活動により使用した資金は、借入金の返済による支出等により5,353百万円となりまし

た。 

前連結会計年度においては短期借入金の増加等により12,181百万円の資金の増加でありましたが、当連結会計

年度においては借入金を返済したこと等により5,353百万円の資金の減少となりました。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

部門別売上実績 

  

(注) 受注生産は行っておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

マクロ経済面では、景気回復による企業業績の改善や、個人消費の伸長が見られ、景況感が改善しつつある一方

で、ホテル業界においては、宿泊特化型ホテルの増加や、外資系高級ホテルの開業が相次ぐなど、厳しい環境が続い

ております。 

このような環境のもと、当社およびグループホテルにおきましては、平成13年より「経営改善計画フェーズⅡ」を

策定し、「選択と集中」の段階から、「感動と満足の追求」を通じた「新しい商品・サービスの創造」と「ＢＰＲ

（業務過程見直し）による効率化」により、期間利益の極大化に注力してまいりました。 

しかしながら、今後の当社の将来像を展望した場合、競争に打ち勝ち、日本の代表的なシティーホテルとしてより

大きな飛躍を遂げるため、①一段の財務体質の強化、戦略的投資資金の確保という財務面での対策と共に、②ネット

ワークの補完・拡大によるお客様の利便性拡大、即ちリピーターの囲い込みが不可欠であります。 

今般、東京都心部を中心に、高級ホテルを組み込んだ複合再開発事業に強みをもつ、総合デベロッパーの森トラス

ト株式会社を、良きパートナーと考え、資本業務提携契約を締結致しました。 

(イ)当社は、森トラスト株式会社に対して、150億円の第三者割当増資を行ないます。 

(ロ)両社は資本提携と共に、両グループが保有するノウハウを通じてシナジーを追求し、協働体制を築いていきま

す。 

(ハ)本件主旨を評価頂き、当社の主要取引銀行である三井住友銀行には、この増資と同じタイミングで、150億円の優

先株式の引受けによるご協力を頂きます。 

これらの結果、当社は300億円の資本増加を計ってより強固な財務体質へ転換し、営業面の強化や、新たな収益機会

の追求へと、さらなる飛躍のステージへと踏み出してまいります。 

  

部門 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

客室 10,162 △1.4 

宴会 20,679 △3.5 

食堂 14,791 0.2 

その他 10,135 3.9 

ホテル事業計 55,768 △0.9 

その他の事業 1,629 △2.1 

合計 57,398 △0.9 



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

(1) 景気、海外情勢等 

当社グループの経営成績は、食堂・婚礼等においては一般消費者の影響を、また宴会などでは企業業績の動向な

どの影響を受けやすい他、宿泊では国際紛争や流行疾患などによる旅行客の動向にも影響を受ける可能性がありま

す。 

  

(2) 食中毒 

当社グループは食事の提供と食品の販売を行なっており、新たな病原菌や管理の瑕疵等により食中毒が発生した

場合、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  

(3) 施設の毀損、劣化 

当社グループは、事業用に相応の固定資産を必要とする業務であります。従って地震、火災等の災害の影響を受

ける可能性があります。 

  

(4) 金利動向 

当社グループは、初期投資を必要とする業態であることから外部負債の依存度が高く、金利動向の影響を受ける

可能性があります。 

  

(5) 投融資 

当社グループは、国内外でホテル展開を行なっていますが、個別ホテルの業績動向によっては、グループの業績

及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

(6) 減損会計 

平成１７年度から適用された「減損会計」は、収益性の低下により投資回収する見込みが立たなくなった固定資

産等の帳簿価額を、一定の条件のもとで回収可能性を反映させるように減額する会計処理であります。当社グルー

プは平成18年３月期において、減損会計を適用し、3,464百万円の減損損失を計上しております。 

将来的にも、地価の動向や収益状況によっては、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

  

    

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

  

  

   

  

６ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ5,624百万円減少し、119,518百万円となりました。内訳

では流動資産が同300百万円減少し12,000百万円、固定資産は同5,323百万円減少して107,517百万円となりました。

固定資産のうち有形固定資産は、前連結会計年度末比4,825百万円減少し83,397百万円となりました。これは減損

損失計上により建物等を3,219百万円減額させたことが主因であります。 

投資その他の資産は、前連結会計年度末比398百万円減少し23,962百万円となりました。これも減損損失計上によ

り減額されたことが主因であります。 

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,372百万円減少し、114,536百万円となりました。こ

れは借入金の返済が進み借入金が3,534百万円減少したことが主因であります。 

当連結会計年度末の資本は、前連結会計年度末に比べ2,254百万円減少し、4,979百万円となりました。これは当

期純損失が2,326百万円であったことが主因であります。これにより自己資本比率は前連結会計年度末の5.8％から

4.2％となり、１株当たりの純資産は、前連結会計年度末の117.95円から81.05円となりました。 

  

(2) 経営成績 

当連結会計年度の売上高は57,398百万円で、前連結会計年度に比べ513百万円（0.9％）減収しました。これは、

旗艦のリーガロイヤルホテル（大阪）で、昨年の「国際ロータリー2004年国際大会」の反動や、上半期の愛知万博

の影響から企業イベントが減少したことや、婚礼の競争激化から、「客室部門」が前連結会計年度比1.4％の減収と

なり、「宴会部門」が前連結会計年度比3.5％の減収となったことが主因であります。 

損益面は、グループをあげてＢＰＲによるコスト削減を一層推進し、相応の成果を挙げました。しかしながら、

サービス向上のため、総人員を抑制する一方で正社員を増加させたり、コンピューターを入れ替えるなど、将来の

成長のための前向き施策を実行したこともあって、経常利益は1,249百万円と、前連結会計年度比204百万円の減益

となりました。 

特別損益では、役員退職慰労金制度の廃止に伴う引当金の戻入などで、特別利益が91百万円あった一方で、減損

会計の適用により、リーガロイヤルホテル新居浜や、オーストラリア（ケアンズ）のホテルで減損損失3,464百万円

を主因に特別損失が3,558百万円あり、当期純損失は2,326百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  



(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

ホテルを取り巻く経営環境は、国内の消費者性向や景気動向の影響が大きく、東京を中心に外資系ホテルの参入も

活発化しています。加えて、ＳＡＲＳなどの流行疾患や国際紛争の発生など海外旅行客の動向を左右するような事象

により、宿泊を中心として売上に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 経営者の問題意識と今後の方針 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案し実行しており、成

長の見込める新たな事業の柱を構築しつつあります。 

既述の通り、将来を展望し、業界競争に打ち勝ち、日本の代表的なシティーホテルとしてより大きな飛躍を遂げる

ため、一段の財務体質の強化、戦略的投資資金の確保という財務面での対策と、ネットワークの補完・拡大によるお

客様の利便性拡大、即ちリピーターの囲い込みが不可欠であると認識しております。 

今般、東京都心部を中心に、高級ホテルを組み込んだ複合再開発事業に強みをもつ、総合デベロッパーの森トラス

ト株式会社を、良きパートナーと考え、資本業務提携契約を締結致しました。この提携による効果を早期に実現する

ことで、当社ブランドを更に高めるとともに、収益力を一層向上させ、企業価値の向上に努めてまいります。 

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度については、ホテル事業において、全体で1,034百万円の設備投資を実施しました。 

主要な設備投資と投資額は、ザ・ナチュラルコンフォートタワーズ客室改装に伴う建築設備工事326百万円、皇家龍

鳳改装及び13階個室新設工事136百万円であります。 

これらに係る所要資金については、全て借入金にて賄いました。 

  

(注) 「第３ 設備の状況」に記載されている金額は、消費税等抜きで表示しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の内容 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(名) 建物及び

構築物 
土地

(面積千㎡)
その他 合計 

リーガロイヤルホテル 
(大阪市北区) 

ホテル事業 ホテル設備 18,353
10,170
(3)

1,015 29,539 
1,158
(356)

リーガロイヤルホテル京都 
(京都市下京区) 

ホテル事業 ホテル設備 3,135
4,152
(9)

241 7,528 
328
(214)

リーガロイヤルホテル東京 
(東京都新宿区) 

ホテル事業 ホテル設備 95 ― 118 214 
219
(47)

リーガロイヤルＮＣＢ 
(大阪市北区) 他８店 

その他の事業 食堂設備 9 ― 41 51 
103
(91)



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

  

(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具、工具器具及び備品等であります。 

２ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

３ 土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は4,266百万円であります。主要な賃借及びリース設備として、以

下のものがあります。 

  

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の内容 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
土地

(面積千㎡)
その他 合計 

㈱リーガロイヤル 
ホテル広島 

リーガロイヤル
ホテル広島 
(広島市中区) 

ホテル事業 ホテル設備 8,688 ― 400 9,089 
379
(119)

㈱リーガロイヤル 
ホテル小倉 

リーガロイヤル
ホテル小倉 
(北九州市小倉北区) 

ホテル事業 ホテル設備 7,412 ― 111 7,523 
214
(131)

㈱リーガロイヤル 
ホテル新居浜 

リーガロイヤル
ホテル新居浜 
(愛媛県新居浜市) 

ホテル事業 ホテル設備 3,851 ― 99 3,950 
116
(43)

㈱アール・ピー・ 
ビルディング 

リーガロイヤル
ホテル 
(大阪市北区) 

ホテル事業 ホテル設備 4,545
12,922
(12)

11 17,479 
3
(0)

㈱アール・ピー・ 
ビルディング 

リーガロイヤル
ホテル東京 
(東京都新宿区) 

ホテル事業 ホテル設備 6,127 ― ― 6,127 
0
(0)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の内容 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
土地

(面積千㎡)
その他 合計 

RIHGA 
INTERNATIONAL 
AUSTRALIA PTY,  
LTD. 

ケアンズコロニアル 
クラブリゾート 
(オーストラリア 
ケアンズ) 

ホテル事業 ホテル設備 1,160
540
(38)

183 1,885 
130
(53)

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の内容 設備の内容
土地面積
(千㎡) 

建物面積 
(千㎡) 

賃借料又は
リース料 
(百万円) 

㈱リーガロイヤル 
ホテル広島 

リーガロイヤル 
ホテル広島 
(広島市中区) 

ホテル事業 ホテル設備 ― 68 
年間賃借料

1,588 

㈱リーガロイヤル 
ホテル小倉 

リーガロイヤル 
ホテル小倉 
(北九州市小倉北区) 

ホテル事業 ホテル設備 ― 58 
年間賃借料

814 

㈱リーガロイヤル 
ホテル新居浜 

リーガロイヤル 
ホテル新居浜 
(愛媛県新居浜市) 

ホテル事業 ホテル設備 34 ― 
年間賃借料

30 

㈱アール・ピー・ 
ビルディング 

リーガロイヤル 
ホテル東京 
(東京都新宿区) 

ホテル事業 ホテル設備 ― 31 
年間賃借料

614 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 事業の内容 設備の内容 総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

資金調達
方法 着手年月

完了予定 
年月 

完成後の 
増加能力 

提出会社 
リーガロイヤル 
ホテル 
（大阪市北区） 

ホテル事業
客室・宴会場・ロ
ビー改装等 
  

4,000 ― 増資資金
平成18年
 ９月 

平成20年 
 ３月 

改装のため能力の
増加はありませ
ん。 

提出会社 
リーガロイヤル 
ホテル京都 
(京都市下京区) 

ホテル事業
客室・宴会場・ロ
ビー改装等 
  

911 ― 増資資金
平成18年
 ９月 

平成20年 
 ３月 

改装のため能力の
増加はありませ
ん。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 （注）平成18年6月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行なわれ、定款に定める発行可能株式総数は同日より

100,300,000株増加し、200,300,000株となっております。うち普通株式が200,000,000株（100,000,000株増加）、Ａ種優先

株式が300,000株（300,000株増加）となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 株式会社リーガロイヤルホテル京都との合併による増加 

  なお、合併による新株の発行及び資本金の増加はおこなっておりません。 

２ 欠損金填補を目的とするものであります。 

３ 欠損金填補を目的とするものであります。 

  発行済株式数と額面の変更を必要としない方法、すなわち、資本金の額に含まれている株式額面超過額9,978百万円を無

償で減少しました。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成18年６月30日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 61,616,515 61,616,515
大阪証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 61,616,515 61,616,515 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年４月１日 (注)１ ― 61,616,515 ― 13,059 0 11,366

平成13年６月28日 (注)２ ― 61,616,515 ― 13,059 △11,366 ―

平成13年８月11日 (注)３ ― 61,616,515 △9,978 3,080 ― ―



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式178,507株は「個人その他」の欄に178単元、「単元未満株式の状況」の欄に507株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が46単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 13 15 212 3 1 7,676 7,920 ―

所有株式数 
(単元) 

― 10,092 409 31,921 15 1 18,784 61,222 394,515

所有株式数 
の割合(％) 

― 16.49 0.67 52.14 0.02 0.00 30.68 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

アサヒビール株式会社 東京都中央区京橋３丁目７番１号 7,941 12.89

サントリー株式会社 大阪市北区堂島浜２丁目１番40号 7,167 11.63

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 2,924 4.75

日本生命保険相互会社 大阪市中央区今橋３丁目５番12号 1,794 2.91

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27番２号 1,560 2.53

三井住友銀リース株式会社 東京都港区西新橋３丁目９番４号 1,330 2.16

株式会社竹中工務店 大阪市中央区本町４丁目１番13号 1,120 1.82

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町２丁目１番８号 1,081 1.75

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 1,060 1.72

住友化学株式会社 東京都中央区新川２丁目27番１号 1,000 1.62

計 ― 26,978 43.78



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が46,000株(議決権46個)含まれております。

２ １単元の株式数は1,000株であります。 

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式507株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 178,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 61,044,000 61,044 ― 

単元未満株式 普通株式 394,515 ― ― 

発行済株式総数 61,616,515 ― ― 

総株主の議決権 ― 61,044 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)   

株式会社ロイヤルホテル 
大阪市北区中之島 
５丁目３番68号 

178,000 ― 178,000 0.29

計 ― 178,000 ― 178,000 0.29



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

株主に対する配当の決定については、重要政策の一つとして考えており、基本的には利益に対応して安定配当を行

なうことに留意しております。 

当期においては、今後の見通し等を勘案し、無配としました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、いずれも大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、いずれも大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 249 194 239 275 438

最低(円) 168 83 93 178 204

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 347 316 345 438 434 400

最低(円) 235 282 299 328 335 370



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
取締役社長   佃   孝 之 昭和18年８月23日生

昭和43年４月 ㈱住友銀行入行 

38 

平成７年６月 同行取締役 

平成10年11月 同行常務取締役 

平成11年６月 同行常務取締役(兼)常務執行役員 

平成13年１月 同行専務取締役(兼)専務執行役員 

平成13年４月 当社顧問 

平成13年６月 代表取締役社長(現) 

代表取締役 
取締役副社長 

リーガロイヤル
ホテル（大阪）
総支配人 

原     篤 昭和17年12月６日生

昭和40年４月 当社入社 

37 

昭和62年７月 大阪グランドホテル支配人 

平成３年６月 取締役 

平成４年10月 ㈱リーガロイヤルホテル広島取締

役 

平成５年８月 同社常務取締役 

平成６年１月 同社総支配人 

平成10年１月 当社理事、人事部長 

平成10年６月 常務取締役 

平成13年６月 代表取締役専務取締役 

平成15年６月 顧問、㈱リーガロイヤルホテル広

島代表取締役社長 

平成17年６月 

平成18年４月 

  

当社代表取締役副社長（現） 

リーガロイヤルホテル（大阪）総

支配人（現） 

代表取締役 
専務取締役   播 本 克 昭 昭和21年９月７日生

昭和44年３月 当社入社 

12 

平成５年６月 営業部長 

平成６年１月 ブリヂストン・リーガ㈱代表取締

役常務取締役総支配人 

平成８年４月 当社ロイヤルホテル総支配人 

平成８年６月 常務取締役 

平成10年４月 財務部担当(現) 

平成13年６月 代表取締役専務取締役(現) 

平成17年６月 リーガロイヤルホテル京都・リー

ガグランドホテル担当（現） 

平成18年３月 営業企画部担当（現） 

平成18年６月 本部統括（現） 

代表取締役 
専務取締役 

リーガロイヤル
ホテル東京 
総支配人（兼）
宿泊部長 

田 附   隆 昭和23年３月27日生

昭和45年２月 当社入社 

11 

平成２年７月 国際企画部長 

平成５年12月 ㈱リーガロイヤルホテル早稲田常

務取締役総支配人 

平成８年６月 同社代表取締役 

平成10年５月 当社連系事業部長 

平成11年６月 執行役員 

平成11年９月 リーガロイヤルホテル（大阪）副

総支配人（兼）宿泊部長 

常務執行役員 平成13年６月

平成14年６月 常務取締役 

平成14年６月 リーガロイヤルホテル（大阪）総

支配人 

平成16年10月 リーガロイヤルホテル東京総支配

人(現) 

平成18年５月 リーガロイヤルホテル東京宿泊部

長（現） 

平成18年６月 代表取締役専務取締役(現) 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

代表取締役 
専務取締役 総合企画部長 加 島 敏 幸 昭和23年８月31日生

昭和46年４月 ㈱住友銀行入行 

5 

平成15年７月

平成15年７月

当社常務執行役員 

総合企画部長(現) 

平成16年６月 取締役 

平成17年５月 常務取締役 

平成17年６月 事業本部担当(現) 

平成17年６月

  

平成18年６月

㈱リーガインターナショナル代表

取締役社長(現) 

代表取締役専務取締役、総合企画

部担当(現) 

常務取締役 コンプライアン
ス委員長 川 崎   亨 昭和25年３月１日生

昭和48年３月 当社入社 

12 

平成７年10月 営業本部セールス支配人 

平成８年４月 ブリヂストン・リーガ㈱支配人

(兼)営業部長 

平成10年４月 ㈱リーガロイヤルホテル成田常務

取締役総支配人 

平成10年９月 同社代表取締役 

平成11年９月 当社連系事業部長 

平成14年２月 執行役員 

平成14年６月 人事部長 

平成15年５月 常務執行役員 

平成15年６月 取締役 

平成16年10月

  

常務取締役（現）、リーガロイヤ

ルホテル（大阪）総支配人 

平成18年４月 総務部・人事部・事務集中部・監

査室担当、コンプライアンス委員

長（現） 

常務取締役 

営業総本部長
（兼）大阪営業
本部長（兼）大
阪営業本部営業
二部長 

谷 林 義 幹 昭和24年７月14日生

昭和43年４月 ㈱住友銀行入行 

9 

平成13年10月 当社営業総本部東京営業本部長 

平成14年２月 執行役員 

平成15年５月 常務執行役員 

平成15年６月 取締役 

平成17年５月 常務取締役(現) 

平成17年６月 営業総本部長（兼）大阪営業本部

長（現） 

平成18年４月 営業総本部・情報システム部担

当、大阪営業本部営業二部長

（現） 

常務取締役 

事業本部長
（兼）ホテルフ
ードＭＤ事業部 
長 

脇    幸 二 昭和21年７月６日生

昭和45年11月 ㈱京都グランドホテル入社 

7 

平成８年３月 当社ロイヤルホテル文化事業部長 

平成11年６月 営業企画部長（兼）広報室長 

平成12年４月 ホテル製品事業部長 

平成14年６月 執行役員 

平成15年５月 常務執行役員 

平成16年６月 事業本部長（現） 

平成17年６月 取締役 

平成18年４月 ホテルフードＭＤ事業部長（現） 

平成18年６月 常務取締役（現） 

取締役 
常務執行役員 人事部長 奥 内 芳 和 昭和25年11月１日生

昭和49年３月 当社入社 

10 

平成５年６月 財務部長 

平成14年６月 執行役員 

平成15年７月 リーガロイヤルホテル京都副総支

配人 

平成15年12月 リーガロイヤルホテル京都副総支

配人（兼）料飲部長 

平成16年10月 常務執行役員、人事部長（現） 

平成18年６月 取締役（現） 

    



  

  

  

  

  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

取締役 
常務執行役員 財務部長 中 林 洋 二 昭和26年10月27日生

昭和49年４月 ㈱住友銀行入行 

5 

平成13年10月 当社総合企画部長 

平成14年６月 執行役員 

平成15年７月 財務部長（現） 

平成17年５月 常務執行役員（現） 

平成18年６月 取締役（現） 

取締役   松 下 正 治 大正元年９月17日生

昭和15年５月 松下電器産業㈱入社 

- 

昭和36年１月 松下電器産業㈱代表取締役社長 

昭和52年２月 同社代表取締役会長 

平成元年６月 当社取締役(現) 

平成12年６月 松下電器産業㈱取締役相談役名誉

会長(現) 

取締役   小 林 庄一郎 大正11年７月14日生

昭和22年１月 関西配電㈱入社 

- 

昭和52年６月 関西電力㈱代表取締役社長 

昭和60年11月 同社代表取締役会長 

平成３年６月 当社取締役(現) 

平成４年３月 ㈱原子力安全システム研究所代表

取締役会長(現) 

平成９年６月 関西電力㈱相談役 

平成14年７月 同社顧問(現) 

取締役   大 西 正 文 大正13年12月11日生

昭和23年４月 大阪ガス㈱入社 

- 

昭和56年４月 同社代表取締役社長 

平成３年１月 同社代表取締役会長 

平成３年６月 当社取締役(現) 

平成10年６月 大阪ガス㈱相談役 

平成15年６月 同社特別顧問(現) 

取締役   森  川  敏  雄 昭和８年３月３日生

昭和30年４月 ㈱住友銀行入行 

- 

平成５年６月 同行代表取締役頭取 

平成９年６月 同行代表取締役会長 

平成13年３月 同行相談役 

平成13年４月 ㈱三井住友銀行相談役 

平成14年６月 同行特別顧問  

平成17年３月 同行名誉顧問（現） 

平成17年６月 当社取締役（現） 

取締役   大 野 宗 彦 昭和20年７月28日生

昭和44年６月 ㈱三井銀行入行 

- 

平成11年６月 森ビル開発㈱(現・森トラスト㈱)

常務取締役 

平成14年７月 同社専務取締役（現） 

平成18年６月 当社取締役（現） 

監査役 
常勤   中 村 剛 康 昭和15年11月23日生

昭和39年４月 ㈱住友銀行入行 
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平成４年６月 同行取締役 

平成５年４月 ㈱住友クレジットサービス専務取

締役 

平成７年６月 ㈱日本総合研究所専務取締役 

平成11年４月 当社顧問 

平成11年６月 代表取締役専務取締役 

平成13年４月 ㈱リーガロイヤルホテル広島代表

取締役社長 

平成15年６月 当社顧問 

平成15年６月 監査役(現) 



  

 (注)１ 取締役松下正治、小林庄一郎、大西正文、森川敏雄及び大野宗彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま

す。 

   ２ 監査役荒川洋二及び北村明太郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執行役員

は、取締役常務執行役員奥内芳和、中林洋二、専務執行役員安田勇次、三浦潔、佐々木正秀、常務執行役員三宅一也、船

橋恒一、執行役員奥野源太郎、田口憲、宇野俊、柏戸正治、廣間準一、三輪谷光雄、江口誠二、香田雅之、佐伯斉、中村

吉弘の17名で構成されております。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、お客さま・株主・従業員など、すべての利害関係者が求める「企業価値」を高めていくことを基本方針

として企業活動を行っており、「経営の透明性確保」「経営のチェック機能の充実」「経営判断の迅速化」「すべ

ての利害関係者への説明責任」などを着実に実行することが、コーポレート・ガバナンスの充実に繋がると考えて

おります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

監査役 
常勤   瀧 本   武 昭和17年10月14日生

昭和41年４月 ㈱広島グランドホテル入社 
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昭和63年10月 当社人事部長 

平成５年６月 ㈱中之島イン代表取締役社長 

平成７年６月 当社取締役、ロイヤルホテル副総

支配人（兼）業務部長 

平成10年４月 ホテル製品事業部長 

平成11年６月 常務取締役 

平成15年５月 専務取締役 

平成15年６月 顧問、㈱リーガロイヤルホテル小

倉代表取締役社長 

平成17年６月 監査役（現） 

監査役   荒 川 洋 二 昭和10年１月３日生

昭和34年４月 東京地方検察庁検事 

- 

昭和63年９月 最高検察庁検事 

平成２年12月 神戸地方検察庁検事正 

平成４年６月 大阪地方検察庁検事正 

平成７年２月 高松高等検察庁検事長 

平成８年５月 大阪高等検察庁検事長 

平成９年12月 退官 

平成10年２月 大阪弁護士会弁護士(現) 

平成10年６月 当社監査役(現) 

監査役   北 村 明太郎 昭和11年12月19日生

昭和35年４月 ㈱住友銀行入行 

- 

昭和63年４月 同行船場支店長 

平成元年６月 同行常勤監査役 

平成３年６月 総合地所㈱代表取締役副社長 

平成３年12月 御堂筋ファイナンス㈱代表取締役

社長 

平成14年６月 当社監査役(現) 

計 180 



(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①機関の内容 

当社は監査役制度を採用しており、社外取締役・社外監査役の選任や、執行役員制度、各種委員会の導入等を

通じて、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めており、平成18年６月末現在、取締役15名、監査役４名、

(取締役兼務の２名含む)執行役員17名という経営体制となっております。 

なお、取締役のうち社外取締役は５名、監査役のうち社外監査役は２名であります。 

また、業務執行上の最高意思決定機関として常務会を置き、会社業務を執行しています。 

経営上の重要事項については、常務会で決定後、取締役会の審議を経て決定する体制をとっており、取締役会

は、経営の基本方針、法令で定められた事項や、その他経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行状

況を監督する機関と位置付けております。 

  

②内部統制システム、リスク管理体制整備の状況 

平成18年5月11日開催の取締役会において「内部統制の基本方針」を決議し、グループ会社も含めて内部統制シ

ステムの一層の整備、強化を行なってまいります。 

取締役会の決議の概要は以下のとおりであります。 

1）取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

 3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 5）当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 6）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

     7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

     8）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社では従来から、グループ会社も含めてコンプライアンス重視の体制を強化するため、当社にコンプライア

ンス委員会を設置するとともに、専任の事務局を置き、内部通報体制の整備も行なっております。また、個人情

報保護法に対応して、コンプライアンス委員会の下部組織として、個人情報保護委員会を設置しております。 

またリスク管理面では、マーケティング、法務、人事、財務等、それぞれ主管する部門が取り組むとともに、

リスク管理の総括部門として総務部がグループ全体のコントロールを行っています。 

     なお顧問弁護士には、法律上の判断が必要な場合に適時アドバイスを受けております。 

  



③内部監査、監査役監査および会計監査の状況 

内部監査に関しては、本社に監査室を置き、本社、ホテル各部門のみならず関係会社も対象として監査を行な

い、業務活動が適正かつ効率的に行なわれているかを監査し内部統制の実効をあげています。 

監査役会は、社外監査役を含む体制とともに、監査役による常務会への随時出席、本社各部・各ホテル・関係

会社への往訪ヒヤリング、会計監査人との意見交換等を通じて、取締役の業務執行の状況を監査しております。 

会計監査人については、あずさ監査法人と監査契約を締結しております。当期において業務を執行した公認会計

士は、桑野 知泰、松本 浩であり、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９人、会計士補９人です。 

  

以上①から③の体制を図式化すれば、下図の通りです。 

  

（コーポレート・ガバナンスに係る体制の図式） 

  

 

  



④役員報酬および監査報酬 

当期における当社の取締役、監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査報酬は以下の通りです。 

  

  

  

⑤会社と社外取締役、社外監査役との利害関係の概要 

当社と社外取締役、社外監査役との間で、特段の利害関係はありません。 

  

役員報酬： 取締役に支払った報酬  155百万円

  監査役に支払った報酬  33百万円

     合  計  188百万円

監査報酬： 

  

公認会計士法第２条第１項に規定する 

業務に基づく報酬 

 

 27百万円

  

（消費税控除後） 

  それ以外の業務に基づく報酬  ―百万円  

     合  計  27百万円  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び

当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに第79期事業年度(平成16年４月１

日から平成17年３月31日まで)及び第80期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表につい

て、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

  

  

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  6,416 6,555  

２ 売掛金  3,256 3,478  

３ たな卸資産  554 554  

４ その他 ※２  2,110 1,444  

５ 貸倒引当金  △36 △32  

流動資産合計  12,301 9.8 12,000 10.0

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ※１ 107,411 105,113    

減価償却累計額 49,401 58,009 51,733 53,380  

(2) 土地 ※1,3  27,914 27,786  

(3) その他 10,609 10,764    

減価償却累計額 8,309 2,299 8,533 2,231  

有形固定資産合計  88,223 70.5 83,397 69.8

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  147 66  

(2) その他  108 90  

無形固定資産合計  256 0.2 157 0.1

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※2,4  499 487  

(2) 長期差入保証金 ※１  22,460 22,461  

(3) その他  1,559 1,165  

(4) 貸倒引当金  △157 △151  

投資その他の資産合計  24,361 19.5 23,962 20.1

固定資産合計  112,841 90.2 107,517 90.0

資産合計  125,142 100.0 119,518 100.0



  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  1,837 1,830  

２ 短期借入金 ※１  94,936 91,673  

３ 賞与引当金  236 243  

４ その他  4,120 4,506  

流動負債合計  101,130 80.8 98,254 82.2

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金 ※１  3,939 3,666  

２ 繰延税金負債  0 17  

３ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※３  1,623 1,623  

４ 退職給付引当金  4,952 5,264  

５ 役員退職慰労引当金  345 ―  

６ 長期預り金  5,888 5,689  

７ その他  28 21  

固定負債合計  16,778 13.4 16,282 13.6

負債合計  117,909 94.2 114,536 95.8

(少数株主持分)     

少数株主持分  ― ― 2 0.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※５  3,080 2.5 3,080 2.6

Ⅱ 利益剰余金  2,180 1.7 △149 △0.1

Ⅲ 土地再評価差額金 ※３  2,371 1.9 2,371 2.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金  0 0.0 25 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定  △343 △0.3 △315 △0.3

Ⅵ 自己株式 ※６  △56 △0.0 △33 △0.0

資本合計  7,233 5.8 4,979 4.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 125,142 100.0 119,518 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

  
  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益  57,911 100.0 57,398 100.0

Ⅱ 営業費用    

１ 原料費  16,901 16,250 

２ 動力光熱費  2,724 2,643 

３ 人件費 ※１  18,855 19,251 

４ 諸経費 ※１  16,708 16,402 

合計  55,189 95.3 54,546 95.0

営業利益  2,722 4.7 2,851 5.0

Ⅲ 営業外収益    

１ 受取利息 16 16   

２ 受取配当金 105 3   

３ 経費負担金収入 48 ―   

４ 為替差益 0 76   

５ その他の収益 182 353 0.6 126 222 0.4

Ⅳ 営業外費用    

１ 支払利息 1,545 1,770   

２ その他の費用 75 1,621 2.8 54 1,825 3.2

経常利益  1,453 2.5 1,249 2.2

Ⅴ 特別利益    

１ 役員退職慰労引当金 
戻入額 

― 80   

２ 貸倒引当金戻入額    44 11   

３ 匿名組合出資金分配金 2,071 ―   

４ 債務保証損失引当金 
戻入額 

175 2,291 4.0 ― 91 0.1

Ⅵ 特別損失    

１ 減損損失 ※２ ― 3,464   

２ 有価証券評価損 ― 74   

３ 貸倒引当金繰入額 70 ―   

４ ゴルフ会員権評価損 18 88 0.2 19 3,558 6.2

税金等調整前当期純利益 
又は税金等調整前当期純 
損失(△) 

 3,656 6.3 △2,217 △3.9

法人税、住民税及び事業税  179 0.3 106 0.2

少数株主利益  ― ― 2 0.0

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

 3,476 6.0 △2,326 △4.1



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △1,117 2,180

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益 3,476 ―  

  連結子会社の合併による 
増加額 

― 3,476 6 6

Ⅲ 利益剰余金減少高  

当期純損失 ― 2,326  

配当金 ― 9  

自己株式処分差損 ― 0  

新規連結に伴う利益剰余金
減少高 

179 179 ― 2,336

Ⅳ 利益剰余金期末残高 2,180 △149



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
１ 税金等調整前当期純利益(又は税金等調整

前当期純損失(△)) 
 3,656 △2,217 

２ 減価償却費  2,626 2,794 

３ 固定資産除却損  49 31 

４ 減損損失  ― 3,464 

５ 有価証券評価損  ― 74 

６ 債務保証損失引当金減少額  △175 ― 

７ 退職給付引当金の増加額  339 312 

８ 受取利息及び受取配当金  △121 △19 

９ 支払利息  1,545 1,770 

10 持分法による投資利益  △0 ― 

11 為替差益  △0 △76 

12 匿名組合出資金分配金  △2,071 ― 

13 前払費用の減少額(又は増加額(△))  △221 309 

14 売上債権の増加額  △107 △222 

15 たな卸資産の増加額  △49 △0 

16 仕入債務の減少額  △46 △7 

17 未収還付消費税の減少額 
(又は増加額(△)) 

 △370 370 

18 その他  △279 140 

小計  4,774 6,725 

19 法人税等の支払額  △90 △204 

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,684 6,520 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入による支出  △2 △48 

２ 定期預金の払戻による収入  22 50 

３ 有形固定資産の取得による支出  △1,526 △1,222 

４ 投資有価証券の取得による支出  △13 △24 

５ 投資有価証券の売却等による収入  11 13 

６ 子会社株式の取得による支出  △0 △40 

７ 貸付による支出  △304 △111 

８ 貸付金の回収による収入  222 228 

９ 利息及び配当金の受取額  117 74 

10 信託受益権の取得による支出  △18,400 ― 

11 匿名組合出資金の分配による収入  2,058 ― 

12 長期差入保証金の返還による収入 
(又は差入れによる支出(△)) 

 101 △1 

13 その他  △71 43 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △17,784 △1,037 



  

  

  
  
  

 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
１ 短期借入金の純増加額 
(又は純減少額(△)) 

 14,913 △339 

２ 長期借入金の返済による支出  △1,182 △3,256 

３ 利息の支払額  △1,575 △1,770 

４ その他  24 13 

財務活動によるキャッシュ・フロー  12,181 △5,353 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  0 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
(又は減少額(△)) 

 △918 131 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  7,248 6,392 

Ⅶ 連結子会社と非連結子会社の合併に伴う 
現金及び現金同等物の増加額 

 ― 9 

Ⅷ 新規連結による現金同等物の増加額  62 ― 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高  6,392 6,533 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 １ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載しているため省略しました。 

(1) 連結子会社の数 ８社 

同左 

(1) 連結子会社の数  ８社 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

㈱リーガ中之島イン 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社６社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

(3) ㈱リーガエンタープライズは、非連結子会社の中

之島サービス㈱との合併により解散しておりま

す。また中之島サービス㈱は、連結子会社の㈱リ

ーガエンタープライズ及び、非連結子会社の㈱ロ

イヤルアスレチックス、リーガロイヤルサービス

㈱との合併に伴い、当連結会計年度より連結子会

社としております。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

㈱リーガ中之島イン 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社５社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に

見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

(3) 連結子会社の中之島サービス㈱は、非連結子会社

の㈱ロイヤルパーキングを合併しております。 

  

  

  

  

２ 持分法の適用に関する事項 

  
(1) 持分法適用の関連会社数 ２社 

会社名 ブリヂストン・リーガ㈱、 

  ㈱リーガフーヅ北九州 

２ 持分法の適用に関する事項 

  
(1) 持分法適用の関連会社数 ２社 

会社名 ブリヂストン・リーガ㈱、 

  ㈱リーガフーヅ北九州 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社の名称等 

㈱リーガ中之島イン 

(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社のうち主要な会社の名称等 

㈱リーガ中之島イン 

(持分法を適用しない理由) 

同左 

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については当該会社の事業年度に係る財

務諸表を使用しております。 

(3)          同左 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社うち、RIHGA INTERNATIONAL AUSTRALIA 

PTY, LTD.の決算日は12月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

同左 



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価基準 

② たな卸資産(貯蔵品) 

主として移動平均法による原価基準 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産(貯蔵品) 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物及び構築物 

その他 

建物 ８年～65年 

構築物 10年～20年 

機械装置及び運搬具 ６年～９年 

工具、器具及び備品 ３年～８年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

同左 

  

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。在外連結子会社につい

ては、個別債権の状況に応じた回収不能見込額

を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員賞与支給に備

えて翌期支給見込額のうち、当連結会計年度の

計算期間に対応する金額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による

定額法により発生年度の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異については、15年による按

分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は，その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による

定額法により発生年度の翌連結会計年度から費

用処理しております。                



  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社及び一部の連結子会社においては、確定拠

出年金法の施行に伴い、平成16年12月に退職一

時金制度の一部につき確定拠出年金制度に移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理」(企業会計基準適用指針第１号)を適用して

おります。影響等につきましては、退職給付関

係の注記に記載しております。 

  

④ 役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社１社について、役員退職時

に支給される退職金の支払いに備えて、内規に

基づき連結会計年度末退職慰労金相当額を計上

しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

当社及び連結子会社１社について、取締役及び

監査役の退職慰労金制度を廃止することとし、

平成17年６月29日開催の定時株主総会におい

て、慰労金の打切り支給議案が承認可決されま

した。これにより、当連結会計年度において

「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り

支給額の未払額については流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債

並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

(6) 消費税等の会計処理方法 

同左 

(7) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(7) 連結納税制度の適用 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

当連結会計年度において該当事項はありません。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分及び損失

処理について連結会計年度中に確定した利益処分お

よび損失処理に基づき作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期的な投資からなります。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

９ 未実現損益の消去に関する事項 

「子会社及び関連会社の範囲に係る支配力基準及び

影響力基準導入に伴う未実現損益の消去について」

(日本公認会計士協会平成11年３月24日)にしたが

い、平成10年３月31日以前に行われた取引に係る未

実現損益については、これを消去しておりません。 

９ 未実現損益の消去に関する事項 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日)) 及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

この変更に伴い、減損損失3,464百万円を計上し、減

価償却費は当該変更前に比して114百万円減少しており

ます。この結果、営業利益及び経常利益が114百万円増

加し、税金等調整前当期純損失は3,350百万円増加して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則にもとづき各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「前払費用の増

加額」は、前連結会計年度までは「その他」に含めて表

示していましたが、金額的重要性が増したため、当連結

会計年度より区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「前払費用の増加額」は△34百万円であります。 

――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（外形標準課税） ――― 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」(平成16年２月13日企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、営業費用に計上し

ております。 

 この結果、当連結会計年度において、営業費用が114

百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益がそれぞれ同額減少しております。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

  
なお、上記資産のうち、建物及び構築物、及び土

地に対しては根抵当権を設定しており、長期差入

保証金に対しては質権を設定しております。 

  

担保付債務は次のとおりであります。 

建物及び構築物 31,727百万円

土地 26,851百万円

長期差入保証金 22,279百万円

計 80,858百万円

長期借入金 3,875百万円

短期借入金 91,256百万円

計 95,132百万円

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

  
なお、上記資産のうち、建物及び構築物、及び土

地に対しては根抵当権を設定しており、長期差入

保証金に対しては質権を設定しております。 

  

担保付債務は次のとおりであります。 

建物及び構築物 28,157百万円

土地 26,723百万円

長期差入保証金 22,279百万円

計 77,160百万円

長期借入金 3,608百万円

短期借入金 88,318百万円

計 91,927百万円

※２ このうち218百万円は商品券発行にかかる供託金

として、大阪法務局宛差し入れております。 

※２ このうち226百万円は商品券発行にかかる供託金

として、大阪法務局宛差し入れております。 

※３ 事業用土地の再評価に関する事項 

当社は土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づ

き、事業用の土地の再評価をおこない、再評価差

額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除し

た金額を土地再評価差額金として資本の部に計上

しております。 

① 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号(路線価

に基づいて時点修正等合理的な調整をおこなう

方法)及び上記同施行令第２条第５号(鑑定評価

による方法)により算出しております。 

② 再評価をおこなった年月日 

平成12年３月31日

③ 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土

地の当連結会計年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額

との差額 

2,103百万円

※３ 事業用土地の再評価に関する事項 

当社は土地の再評価に関する法律の一部を改正す

る法律(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づ

き、事業用の土地の再評価をおこない、再評価差

額から再評価に係る繰延税金負債の金額を控除し

た金額を土地再評価差額金として資本の部に計上

しております。 

① 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号(路線価

に基づいて時点修正等合理的な調整をおこなう

方法)及び上記同施行令第２条第５号(鑑定評価

による方法)により算出しております。 

② 再評価をおこなった年月日 

平成12年３月31日

③ 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土

地の当連結会計年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額

との差額 

846百万円

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 79百万円

※４ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券(株式) 43百万円

※５ 発行済株式総数 普通株式 61,616千株 ※５ 発行済株式総数 普通株式 61,616千株

※６ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

数は、普通株式290,927株であります。 

※６ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

数は、普通株式178,507株であります。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

 ７ 偶発債務 

連結子会社以外の会社の銀行借入に対して、保証

等を行っております。 

保証債務 

経営指導念書 

    

㈱リーガ中之島イン 144百万円

リーガロイヤルリムジン㈱ 62百万円

計 206百万円

 ㈱リーガフーヅ北九州 157百万円

保証債務・経営指導念書 計 363百万円

 ７ 偶発債務 

連結子会社以外の会社の銀行借入に対して、保証

等を行っております。 

保証債務 

経営指導念書 

㈱リーガ中之島イン 142百万円

リーガロイヤルリムジン㈱ 60百万円

計 202百万円

 ㈱リーガフーヅ北九州 150百万円

保証債務・経営指導念書 計 352百万円



（連結損益計算書関係） 

  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 人件費及び諸経費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

人件費 給与手当等 13,024百万円

  賞与引当金繰入額 236百万円

  退職給付費用 752百万円

  福利厚生費 1,609百万円

  業務委託費 2,928百万円

諸経費 借室料・借地料 4,945百万円

  減価償却費 2,626百万円

  貸倒引当金繰入額 21百万円

※１ 人件費及び諸経費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

※２ 減損損失 

   当社グループは、キャシュ・フローを生み出す最

小単位として、原則として個々のホテルを基本単

位としてグルーピングしております。ただし、リ

ーガロイヤルホテル新居浜については、ホテル棟

とプール・温浴施設棟が併立しており、個々の棟

を単位として区分しております。 

   需要の落ち込み等により収益性が低下した下記の 

資産グループについて減損損失を認識し、資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失(3,464百万円)として特別損

失に計上しております。 

なお、リーガロイヤルホテル新居浜のプール・温

浴施設棟については、将来のキャッシュ・フロー

が見込めないことから帳簿価額を全額減損処理

し、ケアンズのホテルについては、正味売却価額

により測定しており、時価は鑑定評価額によって

おります。         

人件費 給与手当等 13,712百万円

  賞与引当金繰入額 243百万円

  退職給付費用 1,127百万円

  福利厚生費 1,756百万円

  業務委託費 2,164百万円

諸経費 借室料・借地料 4,266百万円

  減価償却費 2,794百万円

  貸倒引当金繰入額 39百万円

  
場所 用途 種類 

金額 

(百万円) 

  リーガロイヤ
ルホテル新居
浜 
(愛媛県 
新居浜市) 

プール・ 

温浴施設 

建物 

その他 

2,625 

 282 

  ケアンズコロ
ニアルクラブ
リゾート 
(オーストラ
リア 
ケアンズ) 

ホテル 
建物 

土地 

 380 

 175 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定   6,416百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金 

  △24百万円

現金及び現金同等物   6,392百万円

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定   6,555百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金 

  △22百万円

現金及び現金同等物   6,533百万円



(リース取引関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

  (借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

  (借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  
  
  
(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び 
構築物 

254 95 158

その他 
(機械装置 
及び運搬具) 

13 11 1

その他 
(工具・器具 
及び備品) 

1,189 776 412

合計 1,456 883 572

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物及び
構築物 

254 125 128 

その他
(機械装置 
及び運搬具) 

― ― ― 

その他
(工具・器具 
及び備品) 

1,274 695 578 

その他
(ソフトウエ
ア) 

853 151 701 

合計 2,382 973 1,408 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

１年内 187百万円

１年超 385百万円

計 572百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

１年内 305百万円

１年超 1,103百万円

計 1,408百万円

(3) 当連結会計年度の支払リース料等 

支払リース料 209百万円

減価償却費相当額 209百万円

(3) 当連結会計年度の支払リース料等 

支払リース料 344百万円

減価償却費相当額 344百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

  (借主側) 

未経過リース料 

(貸主側) 

転貸による未経過リース料 

なお、転貸による未経過リース料と同額の金額

が、上記の借主側の「未経過リース料」に含まれ

ております。 

１年内 3,328百万円

１年超 41,680百万円

計 45,009百万円

１年内 13百万円

１年超 25百万円

計 38百万円

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

  (借主側) 

未経過リース料 

(貸主側) 

転貸による未経過リース料 

なお、転貸による未経過リース料と同額の金額

が、上記の借主側の「未経過リース料」に含まれ

ております。 

１年内 3,268百万円

１年超 37,932百万円

計 41,200百万円

１年内 13百万円

１年超 12百万円

計 25百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

  

 ① 株式 6 8 1 

 ② 債券 128 128 0 

小計 134 137 2 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

  

 ① 株式 48 46 △1 

 ② 債券 90 89 △0 

小計 138 136 △1 

合計 273 274 0 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

158

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券         

国債 ― 100 ― ― 

社債 13 104 ― ― 

合計 13 205 ― ― 



当連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

  

 ① 株式 54 99 44 

 ② 債券 ― ― ― 

小計 54 99 44 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

  

 ① 株式 ― ― ― 

 ② 債券 228 226 △2 

小計 228 226 △2 

合計 282 325 42 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 非上場株式 153

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券         

国債 ― 121 ― ― 

社債 35 69 ― ― 

合計 35 191 ― ― 



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度 

  

  

当連結会計年度 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はあ

りません。 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はあ

りません。 



(退職給付関係) 

前連結会計年度 (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。当社及び一部の

連結子会社においては、平成16年12月１日付で退職一時金制度の改定を行い、将来積立分の一部につき確定

拠出年金制度を導入しました。 

  

(2) 退職給付債務に関する事項 

(注) 平成16年12月に退職一時金制度の一部につき確定拠出年金制度に移行しました。この結果、未認識過去勤務債務は

1,638百万円増加しました。 

  

(3) 退職給付費用に関する事項 

(注) １ 簡便法を採用している一部連結子会社の退職給付費用は「イ勤務費用」に計上しております。 

 ２ その他は確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費用処理しておりま

す。) 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理しております。) 

イ 退職給付債務 △7,947百万円

ロ 年金資産 ―百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △7,947百万円

      

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 323百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 1,232百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 1,438百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △4,952百万円

  (退職給付引当金)  

イ 勤務費用 (注)１ 346百万円

ロ 利息費用 135百万円

ハ 期待運用収益 ―百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 31百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 150百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 28百万円

ト その他 62百万円

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ＋ト) 754百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 ―％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 11年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 11年 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 



当連結会計年度 (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。なお、当社及び

一部の連結子会社においては、退職一時金制度の将来積立分の一部につき確定拠出年金制度を導入しており

ます。 

  

(2) 退職給付債務に関する事項 

(3) 退職給付費用に関する事項 

(注) １ 簡便法を採用している一部連結子会社の退職給付費用は「イ勤務費用」に計上しております。 

 ２ その他は確定拠出年金への掛金支払額であります。 

  

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、費用処理しておりま

す。) 

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理しております。) 

イ 退職給付債務 △8,024百万円

ロ 年金資産 ―百万円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △8,024百万円

      

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 291百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 1,082百万円

ヘ 未認識過去勤務債務 1,386百万円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △5,264百万円

     

イ 勤務費用 (注)１ 431百万円

ロ 利息費用 158百万円

ハ 期待運用収益 ―百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 32百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 146百万円

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 127百万円

ト その他 231百万円

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ＋ト) 1,127百万円

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 ―％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 11年 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 11年 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

  

退職給付引当金繰入超過額 1,902百万円

繰越欠損金 8,243百万円

その他 755百万円

繰延税金資産小計 10,901百万円

評価性引当額 △10,901百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

   

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

       

  
退職給付引当金繰入超過額 

減損損失          

2,096百万円

1,132百万円

  繰越欠損金 633百万円

  その他 696百万円

  繰延税金資産小計 4,558百万円

  評価性引当額 △4,558百万円

  繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債   

  その他有価証券評価差額金 △17百万円

  繰延税金負債合計 △17百万円

  差引：繰延税金負債純額 △17百万円

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.5％

住民税均等割 1.6％

繰越欠損金の利用額 △39.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.9％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   当連結会計年度については、税金等調整前当期純

損失が計上されているため、記載しておりませ

ん。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

事業の種類として「ホテル事業」及び「その他の事業」に区分しておりますが、前連結会計年度及び当連結

会計年度については全セグメントの営業収益の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る「ホテル事業」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

全セグメントの営業収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が90％を超える

ため、所在地別セグメントの情報の記載を省略しております。 

  

【海外営業収益】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日) 

海外営業収益が、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。 

  

（関連当事者との取引） 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) １株当たり純資産額 117.95円 (1) １株当たり純資産額 81.05円

(2) １株当たり当期純利益 56.68円 (2) １株当たり当期純損失 37.87円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。 

連結損益計算書上の当期純利益 3,476百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 3,476百万円

普通株式の期中平均株式数 61,337千株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。 

連結損益計算書上の当期純損失 2,326百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純損失 2,326百万円

普通株式の期中平均株式数 61,427千株

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

１ 平成18年4月28日開催の当社取締役会におきまして、

森トラスト株式会社との間で資本業務提携契約の締

結及び同社を割当先とする第三者割当による新株式

(普通株式)の発行に関して決議いたしました。その

概要は次のとおりであります。 

（1）資本業務提携の契約 

 ①契約締結日           平成18年４月28日

②契約の内容 

  資本提携 

       森トラスト株式会社に対する総額15,001百万円

の当社の普通株式の第三者割当増資による割当 

   業務提携 

       当社及び森トラスト株式会社のグループ企業間

における共同企画、共同営業、共同購買、施設

管理ノウハウの共有及び人材交流 

③契約期間  

  平成18年４月28日から５年間（１年間毎の自動更

新） 

  

（2）新株式の発行 

  ①発行新株式数      普通株式 41,100,000株 

 ②発行価額        １株につき  金 365円  

 ③発行価額の総額    15,001,500,000円 

 ④資本組入額      １株につき  金 183円 

 ⑤申込期間         平成18年7月7日（金） 

 ⑥払込期日         平成18年7月7日（金） 

 ⑦配当起算日        平成18年4月1日（土） 

⑧割当先及び株式数      森トラスト株式会社  

41,100,000株 

⑨資金使途       借入金の返済及び設備投資 

            に充当します。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

２ 平成18年5月19日開催の当社取締役会におきまして、

株式会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当に

よる新株式(優先株式)の発行に関して決議いたしま

した。その概要は次のとおりであります。 

①発行新株式数        第１回Ａ種優先株式 

300,000株 

 ②発行価額        １株につき 金50,000円 

 ③発行価額の総額      15,000,000,000円 

 ④資本組入額       １株につき 金25,000円 

 ⑤申込期間         平成18年7月7日（金） 

 ⑥払込期日         平成18年7月7日（金） 

 ⑦割当先及び株式数   株式会社三井住友銀行  

300,000株 

 ⑧資金使途       借入金の返済に充当します。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、借入金等の期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 返済期限については、最長期限のものを記載しております。 

３ 長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額の総額は以下のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 82,549 82,210 1.75 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 12,386 9,463 2.14 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

3,939 3,666 2.14 平成21年３月31日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 98,875 95,340 ― ― 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

940 2,726 ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
第79期

(平成17年３月31日) 
第80期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  5,033 5,331  

２ 売掛金  2,017 2,297  

３ 有価証券 ※１  13 35  

４ 貯蔵品  418 433  

５ 前払費用  863 547  

６ 関係会社短期貸付金  223 163  

７ 未収入金  673 301  

８ その他  70 85  

９ 貸倒引当金  △19 △21  

流動資産合計  9,294 11.5 9,173 11.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 ※５ 52,552 53,129    

減価償却累計額 30,632 21,919 31,678 21,450  

(2) 構築物 849 854    

減価償却累計額 696 152 711 143  

(3) 機械及び装置 2,058 2,096    

減価償却累計額 1,599 459 1,663 433  

(4) 車両及び運搬具 194 196    

減価償却累計額 174 19 177 19  

(5) 工具・器具及び備品 4,594 4,671    

減価償却累計額 3,614 979 3,706 965  

(6) 土地 ※2,5  14,322 14,322  

有形固定資産合計  37,854 47.0 37,334 48.4

２ 無形固定資産     

(1) 借地権  2 2  

(2) ソフトウェア  24 55  

(3) 電話施設利用権 
 

22 22 
 

(4) ソフトウェア仮勘定 49 ― 

無形固定資産合計  98 0.1 80 0.1

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※１  413 437  

(2) 関係会社株式  547 560  

(3) 出資金  48 ―  

(4) 長期貸付金  431 358  

(5) 関係会社長期貸付金  27,115 27,505  

(6) 長期差入保証金 ※６  8,138 8,138  

(7) その他  292 236  

(8) 貸倒引当金  △3,665 △6,707  

投資その他の資産合計  33,320 41.4 30,529 39.6

固定資産合計  71,273 88.5 67,944 88.1

資産合計  80,568 100.0 77,118 100.0



  

  

  
第79期

(平成17年３月31日) 
第80期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金  1,166 1,153  

２ 短期借入金 ※５  54,507 55,364  

３ １年内に返済予定の 
長期借入金 

 5,567 3,054  

４ 未払金  545 392  

５ 未払費用  994 1,036  

６ 未払法人税等  88 45  

７ 未払消費税等  ― 539  

８ 前受金  753 740  

９ 預り金  150 246  

10 賞与引当金  173 163  

11 その他  96 98  

流動負債合計  64,044 79.5 62,835 81.5

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  104 92  

２ 繰延税金負債  0 17  

３ 再評価に係る 
繰延税金負債 

※２  1,623 1,623  

４ 退職給付引当金  4,125 4,393  

５ 役員退職慰労引当金  340 ―  

６ 長期預り金  3,514 3,406  

固定負債合計  9,708 12.0 9,533 12.3

負債合計  73,753 91.5 72,369 93.8

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  3,080 3.8 3,080 4.0

Ⅱ 利益剰余金     

当期未処分利益又は当期
未処理損失(△) 

1,392 1,392 △695 △695  

利益剰余金合計  1,392 1.7 △695 △0.9

Ⅲ 土地再評価差額金 ※２  2,371 3.0 2,371 3.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  0 0.0 25 0.0

Ⅴ 自己株式 ※４  △30 △0.0 △33 △0.0

資本合計  6,815 8.5 4,749 6.2

負債・資本合計  80,568 100.0 77,118 100.0



② 【損益計算書】 

  

  
第79期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益    

室料  5,742 5,641 

料理・飲料代  14,263 14,100 

その他収入  16,652 16,362 

サービス料  2,105 2,073 

合計  38,764 100.0 38,178 100.0

Ⅱ 営業費用    

１ 原料費  11,822 11,381 

２ 動力光熱費  1,572 1,502 

３ 人件費    

給与手当等 8,783 8,787   

賞与引当金繰入額 173 163   

退職給付費用 595 913   

福利厚生費 1,072 1,126   

業務委託費 2,102 2,039   

その他 213 12,940 181 13,211 

４ 諸経費    

補修費 432 433   

借室料・借地料 3,266 2,610   

租税課金 656 649   

減価償却費 1,162 1,450   

貸倒引当金繰入額 12 42   

その他の諸経費 5,276 10,808 5,277 10,462 

合計  37,143 95.8 36,557 95.8

営業利益  1,620 4.2 1,620 4.2

Ⅲ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 259 225   

２ 受取配当金 105 15   

３ その他の収益 130 494 1.3 104 345 0.9

Ⅳ 営業外費用    

１ 支払利息 781 1,022   

２ その他の費用 61 843 2.2 38 1,061 2.7

経常利益  1,271 3.3 905 2.4



  

  

  
第79期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅴ 特別利益    

１ 役員退職慰労引当金 
戻入額 

― 80   

２ 貸倒引当金戻入額 ※２ 44 11   

３ 匿名組合出資金分配金 2,071 ―   

４ 債務保証損失引当金 
戻入額 

175 2,291 5.9 ― 91 0.2

Ⅵ 特別損失    

１ 貸倒引当金繰入額 ※３ 184 3,048   

２ 有価証券評価損 ― 33   

３ ゴルフ会員権評価損 17 202 0.5 19 3,101 8.1

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

 3,360 8.7 △2,105 △5.5

法人税、住民税 
及び事業税 

 91 0.3 △17 △0.0

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

 3,269 8.4 △2,087 △5.5

前期繰越利益又は 
前期繰越損失(△) 

 △1,877 1,392 

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

 1,392 △695 



③【利益処分計算書】 

  

  

【損失処理計算書】 

  

期別及び株主総会承認日 
第79期

(平成17年６月29日) 
第80期 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,392 ―

   

Ⅱ 利益処分額 ― ―

   

Ⅲ 次期繰越利益 1,392 ―

期別及び株主総会承認日 
第79期

(平成17年６月29日) 
第80期 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処理損失 ― 695

   

Ⅱ 損失処理額 ― ―

   

Ⅲ 次期繰越損失 ― 695



重要な会計方針 

  

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価基準 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法 

 (評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

 移動平均法による原価基準 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産(貯蔵品)の評価基準及び評価方法 

たな卸資産は、移動平均法による原価基準により評

価しております。 

２ たな卸資産(貯蔵品)の評価基準及び評価方法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。 

建物 ８年～39年 

構築物 10年～20年 

機械及び装置 ６年～９年 

車両及び運搬具 ６年～９年 

工具・器具及び備品 ３年～８年 

３ 固定資産の減価償却の方法 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員賞与支給に備えて翌期支給

見込額のうち、当期の計算期間に対応する金額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

会計基準変更時差異については、15年による按分

額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額

法により発生時の翌期から費用処理しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

会計基準変更時差異については、15年による按分

額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による定額

法により発生時の翌期から費用処理しておりま

す。 



  

  

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社においては、確定拠出年金法の施行に伴い、

平成16年12月に退職一時金制度の一部につき確定

拠出年金制度に移行し、「退職給付制度間の移行

等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第

１号)を適用しております。この結果、未認識過

去勤務債務は1,454百万円増加しました。 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員退職時に支給される

退職金の支払いに備えて、内規に基づき期末役員

退職慰労金相当額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

当社は、取締役及び監査役の退職慰労金制度を廃

止することとし、平成17年６月29日開催の定時株

主総会において、慰労金の打切り支給議案が承認

可決されました。これにより、当期において「役

員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支給額

の未払額については流動負債の「未払金」に含め

て表示しております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他財務諸表作成のための重要な事項 ６ その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 



会計処理の変更 

  

  

追加情報 

  

  

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日)) 及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（外形標準課税） ――― 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、第79期から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、営業費用に計上しておりま

す。 

この結果、第79期において、営業費用が63百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞ

れ同額減少しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

第79期 
(平成17年３月31日) 

第80期
(平成18年３月31日) 

※１ このうち218百万円は商品券発行にかかる供託金

として、大阪法務局宛差し入れております。 

※１ このうち226百万円は商品券発行にかかる供託金

として、大阪法務局宛差し入れております。 

※２ 事業用土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づき、事

業用の土地の再評価をおこない、再評価差額から

再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額

を土地再評価差額金として資本の部に計上してお

ります。なお、土地再評価差額金は、土地の再評

価に関する法律第７条の２第１項の規定により、

配当に充当することが制限されております。 

① 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号(路線価に基

づいて時点修正等合理的な調整をおこなう方法)

及び上記同施行令第２条第５号(鑑定評価による

方法)により算出しております。 

③ 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土

地の当期末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

2,103百万円

② 再評価をおこなった年月日 平成12年３月31日

※２ 事業用土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成11年３月31日公布法律第24号)に基づき、事

業用の土地の再評価をおこない、再評価差額から

再評価に係る繰延税金負債の金額を控除した金額

を土地再評価差額金として資本の部に計上してお

ります。なお、土地再評価差額金は、土地の再評

価に関する法律第７条の２第１項の規定により、

配当に充当することが制限されております。 

① 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号(路線価に基

づいて時点修正等合理的な調整をおこなう方法)

及び上記同施行令第２条第５号(鑑定評価による

方法)により算出しております。 

③ 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土

地の当期末における時価の合計額と当該事業用

土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 

846百万円

② 再評価をおこなった年月日 平成12年３月31日

※３ 授権株式数 普通株式 100,000千株

   発行済株式総数 普通株式 61,616千株

※３ 授権株式数 普通株式 100,000千株

   発行済株式総数 普通株式 61,616千株

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

167,427株であります。 

※４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

178,507株であります。 

※５ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産  

   根抵当権を設定しております。 
  
   担保付債務 

建物 19,448百万円

土地 13,260百万円

計 32,708百万円

短期借入金 23,470百万円

※５ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産 

   根抵当権を設定しております。 
  
   担保付債務 

建物 19,092百万円

土地 13,260百万円

計 32,352百万円

短期借入金 23,456百万円

※６ 内、関係会社に係るもの 8,000百万円 ※６ 内、関係会社に係るもの 8,000百万円



  

  

（損益計算書関係） 

  

  

第79期 
(平成17年３月31日) 

第80期
(平成18年３月31日) 

 ７ 偶発債務 

下記の会社の銀行借入に対して、保証等を行って

おります。 

保証債務 

  

経営指導念書 

  

㈱リーガロイヤルホテル広島 17,040百万円

㈱リーガロイヤルホテル小倉 6,097百万円

㈱リーガインターナショナル 1,497百万円

㈱リーガロイヤルホテル新居浜 206百万円

㈱リーガ中之島イン 144百万円

中之島サービス㈱ 72百万円

リーガロイヤルリムジン㈱ 62百万円

計 25,120百万円

㈱アール・ピー・ビルディング 12,566百万円

㈱リーガフーヅ北九州 157百万円

計 12,723百万円

保証債務・経営指導念書 計 37,843百万円

 ７ 偶発債務 

下記の会社の銀行借入に対して、保証等を行って

おります。 

保証債務 

  

  

経営指導念書 

  

  

８ 資本の欠損の額は728百万円であります。 

 ９ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産額が25百万円

増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

㈱リーガロイヤルホテル広島 16,845百万円

㈱リーガロイヤルホテル小倉 5,743百万円

㈱リーガインターナショナル 1,484百万円

㈱リーガ中之島イン 142百万円

中之島サービス㈱ 64百万円

リーガロイヤルリムジン㈱ 60百万円

計 24,339百万円

㈱アール・ピー・ビルディング 12,046百万円

㈱リーガフーヅ北九州 150百万円

計 12,197百万円

保証債務・経営指導念書 計 36,536百万円

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社との取引に関するもの 

受取利息には関係会社からのものが、250百万円

含まれております。 

※１ 関係会社との取引に関するもの 

受取利息には関係会社からのものが、218百万円

含まれております。 

※２ すべて関係会社に係るものであります。 ※２    ――― 

※３ 関係会社に対するものが、117百万円含まれてお

ります。 

※３ すべて関係会社に係るものであります。 



(リース取引関係) 

  

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物 254 95 158

工具・器具 

及び備品 
901 606 294

合計 1,155 702 452

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物 254 125 128 

工具・器具 

及び備品 
983 520 462 

ソフトウエア 737 114 622 

合計 1,975 760 1,214 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

１年内 147百万円

１年超 305百万円

計 452百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

１年内 253百万円

１年超 960百万円

計 1,214百万円

(3) 当期の支払リース料等 

支払リース料 160百万円

減価償却費相当額 160百万円

(3) 当期の支払リース料等 

支払リース料 295百万円

減価償却費相当額 295百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

(借主側) 

未経過リース料 

  (貸主側) 

   転貸による未経過リース料 

なお、転貸による未経過リース料と同額の金額

が、上記の借主側の「未経過リース料」に含まれ

ております。 

１年内 246百万円

１年超 894百万円

計 1,140百万円

１年内 13百万円

１年超 25百万円

計 38百万円

２ オペレーティング・リース取引に係る注記 

(借主側) 

未経過リース料 

  (貸主側) 

   転貸による未経過リース料 

なお、転貸による未経過リース料と同額の金額

が、上記の借主側の「未経過リース料」に含まれ

ております。 

１年内 246百万円

１年超 647百万円

計 894百万円

１年内 13百万円

１年超 12百万円

計 25百万円



(有価証券関係) 

第79期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び第80期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31

日)のそれぞれにおける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

第79期 
(平成17年３月31日) 

第80期
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

有価証券評価損 2,152百万円

退職給付引当金繰入超過額 1,622百万円

貸倒引当金繰入超過額 1,481百万円

繰越欠損金 7,816百万円

その他 361百万円

繰延税金資産小計 13,434百万円

評価性引当額 △13,434百万円

繰延税金資産合計 ―百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

  有価証券評価損 2,156百万円

  退職給付引当金繰入超過額 1,785百万円

  貸倒引当金繰入超過額 2,725百万円

  繰越欠損金 323百万円

  その他 233百万円

  繰延税金資産小計 7,225百万円

  評価性引当額 △7,225百万円

  繰延税金資産合計 ―百万円

繰延税金負債     
  その他有価証券評価差額金 △17百万円

  繰延税金負債合計 △17百万円

  差引：繰延税金負債純額 △17百万円

     

   

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8％

住民税均等割 1.5％

繰越欠損金の利用額 △41.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.7％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   当期については、税引前当期純損失が計上されて

いるため、記載しておりません。 



 (１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) １株当たり純資産額 110.91円 (1) １株当たり純資産額 77.30円

(2) １株当たり当期純利益 53.19円 (2) １株当たり当期純損失 33.98円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。 

損益計算書上の当期純利益 3,269百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純利益 3,269百万円

普通株式の期中平均株式数 61,461千株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通

りであります。 

損益計算書上の当期純損失 2,087百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円

普通株式に係る当期純損失 2,087百万円

普通株式の期中平均株式数 61,442千株

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

１ 平成18年4月28日開催の取締役会におきまして、森ト

ラスト株式会社との間で資本業務提携契約の締結及

び同社を割当先とする第三者割当による新株式(普通

株式)の発行に関して決議いたしました。その概要は

次のとおりであります。 

（1）資本業務提携の契約 

 ①契約締結日           平成18年４月28日

②契約の内容 

  資本提携 

       森トラスト株式会社に対する総額15,001百万円

の当社の普通株式の第三者割当増資による割当 

   業務提携 

       当社及び森トラスト株式会社のグループ企業間

における共同企画、共同営業、共同購買、施設

管理ノウハウの共有及び人材交流 

③契約期間  

  平成18年４月28日から５年間（１年間毎の自動更

新） 

  

（2）新株式の発行 

  ①発行新株式数      普通株式 41,100,000株 

 ②発行価額        １株につき  金 365円  

 ③発行価額の総額    15,001,500,000円 

 ④資本組入額      １株につき  金 183円 

 ⑤申込期間         平成18年7月7日（金） 

 ⑥払込期日         平成18年7月7日（金） 

 ⑦配当起算日        平成18年4月1日（土） 

⑧割当先及び株式数      森トラスト株式会社  

41,100,000株 

⑨資金使途       借入金の返済及び設備投資 

            に充当します。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

第79期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第80期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

２ 平成18年5月19日開催の取締役会におきまして、株式

会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当による

新株式(優先株式)の発行に関して決議いたしまし

た。その概要は次のとおりであります。 

①発行新株式数        第１回Ａ種優先株式 

300,000株 

 ②発行価額        １株につき 金50,000円 

 ③発行価額の総額      15,000,000,000円 

 ④資本組入額       １株につき 金25,000円 

 ⑤申込期間         平成18年7月7日（金） 

 ⑥払込期日         平成18年7月7日（金） 

 ⑦割当先及び株式数   株式会社三井住友銀行  

300,000株 

 ⑧資金使途       借入金の返済に充当します。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

関西国際空港株式会社 1,440 72 

住友商事株式会社 51,000 85 

大阪ウォーターフロント開発 
株式会社 

400 20 

株式会社芝パークホテル 336,000 16 

住友海洋開発株式会社 30,000 7 

ダイビル株式会社 10,000 13 

株式会社倉敷国際ホテル 15,000 7 

株式会社ふれあいチャンネル 125 6 

株式会社全関西ケーブル 
テレビジョン 

20,000 5 

中之島高速鉄道株式会社 160 8 

その他４銘柄 1,070 3 

計 465,195 246 

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円) 

(有価証券)   

その他有価証券   

  第714号利付興業債券 35 35 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

第22回利付国庫債券 10 9 

第26回利付国庫債券 20 19 

第32回利付国庫債券 60 59 

第35回利付国庫債券 10 9 

第45回利付国庫債券 13 12 

第50回元利分離国庫債券 9 9 

第739号利付みずほ銀行債券 20 19 

第756号利付みずほ銀行債券 50 49 

計 228 226 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主なものは下記のとおりであります。 

  建物 リーガロイヤルホテル(大阪) ザ・ナチュラルコンフォートタワーズ客室改装に 

伴う建築設備工事                               268百万円 

         リーガロイヤルホテル(大阪) 皇家龍鳳改装及び13階個室新設工事         104百万円 

              

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(百万円)

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

建物 52,552 698 121 53,129 31,678 1,149 21,450

構築物 849 5 ― 854 711 14 143

機械及び装置 2,058 50 12 2,096 1,663 75 433

車両及び運搬具 194 3 1 196 177 3 19

工具・器具 
及び備品 

4,594 173 95 4,671 3,706 185 965

土地 14,322 ― ― 14,322 ― ― 14,322

有形固定資産計 74,572 930 231 75,271 37,937 1,429 37,334

無形固定資産       

借地権 2 ― ― 2 ― ― 2

ソフトウェア 64 52 1 115 59 20 55

ソフトウェア 
仮勘定 

49 ― 49 ― ― ― ―

電話施設利用権 22 ― ― 22 0 ― 22

無形固定資産計 139 52 51 140 60 20 80



【資本金等明細表】 

  

(注) 当期末における自己株式は178,507株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、ゴルフクラブの退会によるもの11百万円、債権の回収によるもの４百万円、洗

替による取崩額20百万円であります。 

    ２ 役員退職慰労引当金の当期減少額の「その他」は、平成17年６月29日開催の定時株主総会における決議に基づく支給額を

上回る額について取崩したもの80百万円及び同日開催の取締役会決議に基づく執行役員に係る取崩額32百万円でありま

す。なお、打切り支給額の未払額78百万円については、流動負債の「未払金」に含めて表示しております。 

    

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 3,080 ― ― 3,080

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注) (株) (61,616,515) (   ―) (   ―) (61,615,515)

普通株式 (百万円) 3,080 ― ― 3,080

計 (百万円) 3,080 ― ― 3,080

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

  (百万円) ― ― ― ―

計 (百万円) ― ― ― ―

利益準備金及び 
任意積立金 

  (百万円) ― ― ― ―

計 (百万円) ― ― ― ―

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 3,684 3,127 47 36 6,728

賞与引当金 173 163 173 ― 163

役員退職慰労引当金 340 ― 227 113 ―



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

  

  

② 売掛金 

  

  

発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注)  消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円)

預金の種類   

 当座預金 97 

 普通預金 3,321 

 通知預金 1,673 

 定期預金 25 

小計 5,117 

現金 213 

合計 5,331 

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友カード 191 

㈱ジェーシービー 99 

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル,INC. 82 

㈱大丸 54 

㈱ジェーティービー 49 

その他(3,487件) 1,819 

合計 2,297 

前期繰越高 
  
(A) 
  

(百万円) 

当期発生高 
  
(B) 
  

(百万円) 

当期回収高
  
(C) 
  

(百万円) 

次期繰越高
  
(D) 
  

(百万円) 

回収率(％)
  

  

(
C
)×100

A＋B

滞留期間(日) 
 
(A＋D) 

１  
 ２  
  B   
  365   

2,017 42,178 41,898 2,297 94.80 18.67



③ 貯蔵品 

  

  

④ 関係会社長期貸付金 

  

  

⑤ 長期差入保証金 

  

品名 金額(百万円)

料理材料(缶詰、調味料、その他) 80 

飲料材料(洋酒、ビール、日本酒、その他) 192 

ホテル製品(スモーク製品、クッキー、その他) 56 

売店材料(店舗販売商品、その他) 5 

雑貨(消耗品、その他) 96 

煙草 0 

燃料(重油) 0 

合計 433 

相手先 金額(百万円)

㈱アール・ピー・ビルディング 11,352 

㈱リーガロイヤルホテル新居浜 8,932 

㈱リーガロイヤルホテル小倉 3,095 

㈱リーガロイヤルホテル広島 2,150 

㈱リーガインターナショナル 1,695 

㈱リーガ中之島イン 220 

リーガロイヤルリムジン㈱ 60 

合計 27,505 

項目 金額(百万円)

リーガロイヤルホテル東京敷金 8,000 

大阪国際会議場敷金 60 

寮・社宅入居保証金 33 

泉が丘カントリークラブ契約保証金 25 

その他 20 

合計 8,138 



負債の部 

① 買掛金 

  

  

② 短期借入金 

  

  

③ 長期借入金 

  

相手先 金額(百万円)

㈱日比谷花壇 52 

共同リネンサプライ㈱ 48 

㈱扇屋 37 

カワトミフーズ㈱ 30 

㈱石田写真館 28 

その他(966件) 955 

合計 1,153 

相手先 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 23,677 

㈱みずほ銀行 5,492 

住友信託銀行㈱ 5,072 

日本生命保険(相) 3,661 

㈱新生銀行 3,586 

その他 13,873 

合計 55,364 

相手先 金額(百万円)

住友信託銀行㈱ 1,681 

朝日生命保険(相) 562 

㈱南都銀行 434 

大同生命保険(相) 246 

その他 222 

小計 3,146 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,054 

差引計 92 



④ 退職給付引当金 

  

  

区分 金額(百万円)

退職給付債務 △6,810 

未認識過去勤務債務 1,244 

未認識数理計算上の差異 929 

会計基準変更時差異の未処理額 242 

年金資産 ― 

合計 △4,393 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  
（注）平成18年6月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行なわれ、当会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

   当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで

きない場合は、日本経済新聞に掲載して公告する。 

   なお、電子公告は当会社のホームページに掲載します。そのアドレスは次のとおりです。 

    http://www.rihga.co.jp 

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券および100株未満の株数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

単元株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 
  
株券喪失登録 
  株券喪失登録料 
  株券登録料 

不所持株券の交付及び喪失による再発行の場合株券１枚につき印紙税相当額 
  
  
１件につき 10,250円（消費税別） 
１枚につき   360円（消費税別） 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年３月31日現在及び９月30日現在の株主に対し、「株主ご優待券」を、次の基準に

より発行します。 

  

            〔ただし、１回のご利用金額は15万円(15万7,500円)<割引

額３万円(３万1,500円)>を限度とさせていただきます。〕 

            ※( )内の料金には税金・サービス料が含まれておりま

す。 

(ハ)婚礼優待券(１枚)……披露宴の料理・飲料料金の８％割引 

            〔ただし直予約分のみとし、直営宴会料理・直営レストラ

ン料理に限ります。〕 

有効期間は半年間(３月31日現在の株主は12月31日まで、９月30日現在の株主は７月

10日まで)とします。 

所有株式数 (イ)宿泊
優待券 

(ロ)飲食
優待券 

(ハ)婚礼
優待券 利用ホテル 

1,000株以上 2,000株未満 10 枚 6 枚 2 枚 リーガロイヤルホテル(大阪) 
リーガグランドホテル 
リーガロイヤルホテル堺 
リーガロイヤルホテル京都 
リーガロイヤルホテル東京 
リーガロイヤルホテル広島 
リーガロイヤルホテル新居浜 
リーガロイヤルホテル小倉 

2,000株以上 5,000株未満 15 9 3

5,000株以上 10,000株未満 20 12 4

10,000株以上 50,000株未満 40 24 8

50,000株以上 100,000株未満 50 30 10

100,000株以上  75 45 15

   

(イ)宿泊優待券(１枚)……１泊１室 客室料金の50％割引 

(ロ)飲食優待券(１枚)……直営レストラン・バー１回 飲食料金の20％割引 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

第74期（自 平成11年４月１日 至 平成12年３月31日）の有価証券報告書の訂正 
報告書であります。 

第75期（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）の有価証券報告書の訂正 
報告書であります。 

第76期（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）の有価証券報告書の訂正 
報告書であります。 

第77期中（自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日）の半期報告書の訂正報 
告書であります。 

第77期（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）の有価証券報告書の訂正 
報告書であります。 
  

第78期中（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）の半期報告書の訂正報 
告書であります。 

第78期（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書の訂正 
報告書であります。 

第79期中（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）の半期報告書の訂正報 
告書であります。 
  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項 
第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

            

(1) 有価証券報告書の訂正報告書       
  
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書       
  
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(3) 有価証券報告書の訂正報告書       
  
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(4) 半期報告書の訂正報告書       
  
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(5) 有価証券報告書の訂正報告書       
  
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(6) 
  

半期報告書の訂正報告書 
  

      
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(7) 有価証券報告書の訂正報告書       
  
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(8) 半期報告書の訂正報告書       
  
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 

(9) 
  

臨時報告書 
  

      
平成17年４月28日 
近畿財務局長に提出 



  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項 
第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 
  

  
(13)有価証券届出書                                            平成18年４月28日 

及びその添付書類                                          近畿財務局長に提出 
    普通株式の第三者割当による発行の有価証券届出書であります。 
  
(14)臨時報告書                        平成18年５月19日 
                               近畿財務局長に提出  
  証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府冷第19条第１項 
  及び同条第２項第２号（有価証券の発行決議）に基づく臨時報告書であります。 
  
(15)有価証券届出書                      平成18年５月19日 
の訂正届出書                       近畿財務局長に提出 
上記(13)有価証券届出書の訂正届出書であります。 

  

(10) 
  

臨時報告書 
  

      
平成17年５月23日 
近畿財務局長に提出 

(11) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第79期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月30日 
近畿財務局長に提出 

(12) 半期報告書 (第80期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月16日 
近畿財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

株式会社ロイヤルホテル 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ロイヤルホテルの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ロイヤルホテル及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     浩  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社ロイヤルホテル 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ロイヤルホ

テルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ロイヤ

ルホテル及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

1. 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年４月28日に、森トラスト株式会社との間で資本業務提携契約の締結

及び平成 18 年７月７日を払込期日として、同社を割当先とする第三者割当による新株式（普通株式）の発行に関する契約の締結

を行った。また、平成18年５月19日に、平成18年７月７日を払込期日として、株式会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当

による新株式（優先株式）の発行に関する契約を締結した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                           以  上 

  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     浩  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

株式会社ロイヤルホテル 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ロイヤルホテルの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第79期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ロイヤルホテルの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     浩  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

株式会社ロイヤルホテル 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ロイヤルホ

テルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ロイヤルホ

テルの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年４月28日に、森トラスト株式会社との間で資本業務提携契約の締結及

び平成18年７月７日を払込期日として、同社を割当先とする第三者割当による新株式（普通株式）の発行に関する契約の締結を行っ

た。また、平成18年５月19日に、平成18年７月７日を払込期日として、株式会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当による新株

式（優先株式）の発行に関する契約を締結した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  桑  野  知  泰  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員

  公認会計士  松  本     浩  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の推移
	(4)所有者別状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1)定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2)資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外営業収益
	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	損失処理計算書
	④附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	有形固定資産等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/87
	pageform2: 2/87
	form1: EDINET提出書類  2006/06/30 提出
	form2: 株式会社ロイヤルホテル(801008)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/87
	pageform4: 4/87
	pageform5: 5/87
	pageform6: 6/87
	pageform7: 7/87
	pageform8: 8/87
	pageform9: 9/87
	pageform10: 10/87
	pageform11: 11/87
	pageform12: 12/87
	pageform13: 13/87
	pageform14: 14/87
	pageform15: 15/87
	pageform16: 16/87
	pageform17: 17/87
	pageform18: 18/87
	pageform19: 19/87
	pageform20: 20/87
	pageform21: 21/87
	pageform22: 22/87
	pageform23: 23/87
	pageform24: 24/87
	pageform25: 25/87
	pageform26: 26/87
	pageform27: 27/87
	pageform28: 28/87
	pageform29: 29/87
	pageform30: 30/87
	pageform31: 31/87
	pageform32: 32/87
	pageform33: 33/87
	pageform34: 34/87
	pageform35: 35/87
	pageform36: 36/87
	pageform37: 37/87
	pageform38: 38/87
	pageform39: 39/87
	pageform40: 40/87
	pageform41: 41/87
	pageform42: 42/87
	pageform43: 43/87
	pageform44: 44/87
	pageform45: 45/87
	pageform46: 46/87
	pageform47: 47/87
	pageform48: 48/87
	pageform49: 49/87
	pageform50: 50/87
	pageform51: 51/87
	pageform52: 52/87
	pageform53: 53/87
	pageform54: 54/87
	pageform55: 55/87
	pageform56: 56/87
	pageform57: 57/87
	pageform58: 58/87
	pageform59: 59/87
	pageform60: 60/87
	pageform61: 61/87
	pageform62: 62/87
	pageform63: 63/87
	pageform64: 64/87
	pageform65: 65/87
	pageform66: 66/87
	pageform67: 67/87
	pageform68: 68/87
	pageform69: 69/87
	pageform70: 70/87
	pageform71: 71/87
	pageform72: 72/87
	pageform73: 73/87
	pageform74: 74/87
	pageform75: 75/87
	pageform76: 76/87
	pageform77: 77/87
	pageform78: 78/87
	pageform79: 79/87
	pageform80: 80/87
	pageform81: 81/87
	pageform82: 82/87
	pageform83: 83/87
	pageform84: 84/87
	pageform85: 85/87
	pageform86: 86/87
	pageform87: 87/87


